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第一部【証券情報】

第１【募集要項】

１【新規発行株式】

種　類 発行数 内　容

普通株式 5,006,210株

完全議決権株式であり、権利内容に何ら制限のない

当社における標準となる株式であります。

なお、単元株式数は100株であります。

（注）１　平成22年10月12日開催の取締役会決議によります。

　　　２　振替機関の名称及び住所は次のとおりです。

　　　　　名称：株式会社証券保管振替機構

　　　　　住所：東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

 

２【株式募集の方法及び条件】

（１）【募集の方法】

区分 発行数（株） 発行価額の総額(円) 資本組入額の総額(円)

株主割当 － － －

その他の者に対する割当 5,006,21012,105,015,7806,052,507,890

一般募集 － － －

計（総発行株式） 5,006,21012,105,015,7806,052,507,890

（注）１　第三者割当の方法によります。

　　　２　発行価額の総額は、会社法上の払込金額の総額であり、資本組入額の総額は、会社法上の増加する資本金

の額であります。また、増加する資本準備金の額の総額は6,052,507,890円です。

 

（２）【募集の条件】

発行価格

(円)

資本組入額

(円)

申込株数

単位(株)
申込期間

申込証拠

金(円)
払込期日

2,418 1,209 １ 平成22年10月28日

（木）～平成22年11月

１日（月）

－ 平成22年11月２日

（火）

（注）１　第三者割当の方法により行うものとし、一般募集は行いません。

２　発行価格は、会社法上の払込金額であり、資本組入額の総額は、会社法上の増加する資本金の額であ

ります。

３　申込みの方法は、総数引受契約を締結し、払込期日に後記払込取扱場所へ発行価額の総額を払込むも

のとします。
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４　払込期日までに、割当予定先との間で総数引受契約を締結しない場合は、第三者割当による新株式発

行は行われないこととなります。

 

（３）【申込取扱場所】

店名 所在地

株式会社ディー・エヌ・エー　本店 東京都渋谷区代々木四丁目30番３号

 

（４）【払込取扱場所】

店名 所在地

株式会社三井住友銀行渋谷駅前支店 東京都渋谷区道玄坂一丁目２番２号

 

３【株式の引受け】

　　該当事項はありません。

 

４【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円）

12,105,015,780 58,000,000 12,047,015,780

（注）１　今回の第三者割当による新株式発行は、下記「募集に関する特別記載事項　１．ngmoco社の買収につ

いて」に記載のとおり、ngmoco, Inc.（以下、「ngmoco社」といいます。）の持分を100％取得して

子会社化すること（以下、「本件買収」といいます。）のために割当予定先に対して行うものであ

り、上記の払込金額は当社が割当予定先の増資を引き受けることにより当社から割当予定先に対し

て供与された資金によってなされるものであって、資金調達を目的としたものではありません。

２　発行諸費用は、主にアドバイザリー・フィー、弁護士費用及び登記関連費用からなります。

３　消費税等は含まれておりません。

 

（２）【手取金の使途】

今回の第三者割当による新株式発行は、下記「募集に関する特別記載事項　１．ngmoco社の買収につい

て」に記載のとおり、本件買収のために割当予定先に対して行うものであり、この払込金額は当社が割当

予定先の増資を引き受けることにより当社から割当予定先に対して供与された資金によってなされるも

のであって、資金調達を目的としたものではありません。

割当予定先から今回の第三者割当による新株式発行及びこれと同時に行われる新株予約権発行の払込

金として当社に払い込まれた資金（新株式分の払込金額約121億円に新株予約権分の払込金額約32億円を

加えた合計約153億円）の一部（1.28億米ドル（約109億円））は、本件買収の対価のうち現金部分（下記

「募集に関する特別記載事項　１．ngmoco社の買収について　（２）本件買収の対価」をご参照くださ

い。）の支払いに充てるため、平成22年11月８日までに、再度当社が割当予定先の増資を引き受けることに

よって当社から割当予定先に対して供与される予定であり、また、当社に払い込まれた資金の残額は、運転

資金及び具体的な資金需要の発生時まで、定期預金など元本が保証される金融商品で運用する予定であり

ます。

 

なお、ngmoco社の事業の概要及び財産の状況は以下のとおりです。
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（１） 名称 ngmoco, Inc.

（２） 所在地 118 King Street, San Francisco, CA 94107, USA

（３） 代表者の役職・氏名 CEO, Neil Young

（４） 事業内容 スマートフォン向けソーシャルゲームアプリの開発及び販売

（５） 資本金 39,576千米ドル(約3,364百万円)（2009年12月末現在）

（６） 設立年月日 2008年６月25日

（７） 大株主及び持株比率

1. KPCB Holdings, Inc, as Nominee (32.72%)

2. Institutional Venture Partners ⅩⅡ, L.P. (25.31%)

3. Norwest Venture Partners Ⅹ, LP (13.46%)

4. Neil Young (9.52%)

 Bob Stevenson (9.52%)

6. Google Ventures GP 2010, L.P.(3.65%)

7. Maples InvestmentsⅡ, LP (1.81%)

8. Alan Yu (1.13%)

Joseph Keene and Susan Andrus (1.13%)

10. S.A.M. Trust (1.11%)

(2010年９月30日現在)

（８）
当社と当該会社

との間の関係

資本関係 該当なし

人的関係 該当なし

取引関係 該当なし

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態

　決算期
2007年12月期

（注１）

2008年12月期

（注２）

2009年12月期

（注３）

 連結純資産 －
3,176千米ドル

(約270百万円)

26,711千米ドル

(約2,270百万円)

 連結総資産 －
3,264千米ドル

(約277百万円)

28,258千米ドル

(約2,402百万円)

 
一株当たり連結純資産

（注４）
－ － －

 連結売上高 －
484千米ドル

(約41百万円)

3,156千米ドル

(約268百万円)

 連結営業利益 －
△2,455千米ドル

(約△209百万円)

△10,886千米ドル

(約△925百万円)

 連結当期純利益 －
△2,438千米ドル

(約△207百万円)

△10,886千米ドル

(約△925百万円)

 
一株当たり当期純利益

（注４）
－ － －

 

 
一株当たり配当金 － － －

 

（注）１　ngmoco社は2008年６月に設立された会社であるため、該当する数値はありません。

２　2008年12月期は、設立初年度であり、７ヶ月決算となっております。また、数値は未監査であります。

３　2009年12月期は、米国会計基準に準拠して作成しております。

４　一株当たり連結純資産及び一株当たり当期純利益は、種類株式が多いため、記載を省略しておりま
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す。
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第２【売出要項】

該当事項はありません。

 

【募集に関する特別記載事項】

１．ngmoco社の買収について

 

当社は、2010年10月12日開催の当社取締役会において、当社連結子会社であるDeNA Global, Inc.（本社：米

国カリフォルニア州、President：渡辺 大、以下、「DeNA Global」といいます。）を通じて、スマートフォン向

けソーシャルゲームアプリを開発、提供しているngmoco社の持分を100％取得し、子会社化（以下、「本件買

収」といいます。）することを決議しました。

 

（１）本件買収の理由

当社グループは、「モバゲータウン」において、2009年10月より自社開発のソーシャルゲーム（注１）の提

供を開始いたしました。2010年１月には「モバゲータウン」のプラットフォームをオープン化し、現在までに

当社及びゲームデベロッパー各社から約500タイトルのゲームが提供されております。ユーザ数2,000万人を超

える強固なコミュニティをベースとした「モバゲータウン」におけるソーシャルゲームは、当社グループの業

績拡大の原動力となっております。さらに、モバイル市場においては、今後、スマートフォンの全世界的な拡大

が予想されており、当社グループにとっては、国内のみならずグローバルに一層成長していく好機と考えられ

ます。

このような環境のなか、当社グループは、現在までの取組みに加え、既にスマートフォン市場において相応の

事業基盤を保有するngmoco社との一体運営を図ることにより、グローバルなソーシャルゲームプラットフォー

ムの構築を加速させることが最も重要であるとの認識に基づき、ngmoco社を買収することといたしました。

当社グループの技術力、「モバゲータウン」によって培われたコミュニティ運営ノウハウ、マネタイゼー

ション（収益化）ノウハウ、ソーシャルゲーム企画力、ゲームデベロッパーとのネットワーク等と、ngmoco社の

スマートフォンにおけるゲーム開発ノウハウ、プラットフォーム開発力等の双方の強みを活かし、ユーザのみ

ならずゲームデベロッパーにとっても最良のソーシャルゲームプラットフォームをスマートフォン市場に提

供してまいります。

具体的には、

①ユーザに対しては、世界中で開発された豊富なソーシャルゲームとそれを楽しむコミュニティ機能を提供

し、最も親しまれるエンターテイメント環境をスマートフォン上に実現します。

②世界のゲームデベロッパーに対しては、ワンソースソリューション（iOSでもAndroidでも、「モバゲータウ

ン」と「plus+ Network」を通じて世界市場に向けて同時にゲームを配信できる環境）を提供し、ゲーム嗜

好性の高いユーザの大規模コミュニティを実現し、マネタイゼーションを強力に支援します。（注２）
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ngmoco社は、2008年６月にiPhone/iPod touch向けのゲームアプリを提供する会社として設立された米国シ

リコンバレーのベンチャー企業であります。創業者のNeil Young氏をはじめとする優れた経営陣・開発陣が、

緻密なデータ分析に基づき、主にダウンロード無料のアイテム課金型（注３）のソーシャルゲームを開発し、

運営しております。スマートフォン向けソーシャルゲームの開発力・運営力では業界でもトップクラスであ

り、2010年９月末までに、「We Rule」「GodFinger」など17タイトルがApp Storeのゲームアプリランキング

TOP10入りを果たし、アプリの累計ダウンロード数も5,000万以上となっています。年内には、Android搭載ス

マートフォン向けのゲームアプリも提供する予定です。

また、同社は、ゲーム開発のみならず、2009年６月よりゲームコミュニティプラットフォーム「plus+

Network」のサービスも提供しております。2010年９月末現在、登録ユーザ数は1,200万人以上、他社開発を含む

提供ゲーム数は119タイトルとなっております。年内には、Android搭載スマートフォン向けのサービスも提供

する予定です。

さらに、同社は現在、ソーシャルゲームの効率的な開発を可能にするゲーム開発エンジン「ngGame」（仮

称）を構築中であります。ゲームデベロッパーは、「ngGame」を利用することにより、一度の開発でiOSと

Androidの双方にゲームを展開することが可能となります。「ngGame」による自社開発ゲームを2010年内に市

場に投入し、2011年前半を目途に、ゲームデベロッパーに対しても「ngGame」の利用環境を開放していく予定

です。今後、「ngGame」と「plus+ Network」を一体化し、ソーシャルゲームの開発・運営をさらに効率的に行

える体制を構築していくことが計画されております。

 

一方で、当社グループは、「モバゲータウン」を中核とするソーシャルゲームプラットフォームの強化に経

営資源を集中し、「X-device」（クロスデバイス）、「X-border」（クロスボーダー）を２本の柱とする成長

戦略を推進しております。X-device戦略とは、携帯電話、スマートフォン、PCなど様々な情報端末に対応したマ

ルチデバイスのプラットフォームを構築するものです。2010年10月からは、ヤフー株式会社との共同運営によ

るPC向け「Yahoo！モバゲー」のサービスを開始いたしました。X-border戦略とは、プラットフォームをグロー

バルに展開するもので、現在は英語圏と中国において事業を推進しております。2010年５月からは、当社連結子

会社である株式会社ミニネーション（本社:東京都渋谷区、代表取締役社長：守安 功）が運営する英語圏の

iPhone/iPod touch向け「MiniNation」のサービスを開始し、2010年９月には、米国においてゲームデベロッ

パーであるGameview Studios, LLCの買収、Astro Ape Studios, LLCとの資本・業務提携を行ってまいりまし

た。

 

スマートフォン市場が急速に拡大することが想定される状況において、今回のngmoco社の買収は、こうした

当社グループの成長戦略を格段に推進させるものであります。当社グループは、今回の買収後、スマートフォン

市場においてはngmoco社をプラットフォーム戦略の中核に据え、ソーシャルゲームのラインナップの充実に向

けては、Gameview Studios社、Astro Ape Studios社など子会社・出資企業等との連携も強め、早急に世界市場

におけるトップ企業としての位置づけを確立してまいります。
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また、「MiniNation」は「plus+ Network」に統合する一方で、年内サービス開始予定の国内スマートフォン

版「モバゲータウン」に「ngGame」を実装して「plus+ Network」の有力ゲームを展開していく予定です。こ

れにより、国内外のゲームデベロッパーは、「ngGame」を利用し、スマートフォン版「モバゲータウン」と

「plus+ Network」の双方に効率的にゲームを提供でき、収益機会を拡大することが可能となります。当社グ

ループは、「plus+ Network」を「モバゲータウン」に並ぶ大きな収益の柱に育成していく所存であります。

 

以上により、本件買収は、ソーシャルゲームプラットフォームの拡大と強化を目指す当社グループの戦略に

沿うものであり、企業価値の向上に資するものであると考えております。

 

（注）１　ソーシャルゲームとは、ゲーム内で、ユーザ同士が競いあったり、協力したり、情報交換をしながら

一緒に遊べる、交流機能を持つゲームです。

２　iOSとは、米国Apple社のiPhone/iPod touch/iPadに搭載されているOS（オペレーティングシステ

ム）です。Androidとは、米国Google社の携帯電話向けOSです。「plus+ Network」とは、ngmoco社

が提供しているゲームコミュニティプラットフォームの名称です。

３　アイテム課金とは、ゲームをより有利に進めるためにゲーム内において使用できるアイテムを販

売する収益モデルです。

 

（２）本件買収の対価

本件買収に係る対価の総額（以下、「本件買収対価総額」といいます。）は、最大で4.03億米ドル（約342億

円、注１）相当となります。当社は、本件買収に際してのngmoco社との協議・交渉の過程において、本件買収の

対価の一部として、当社普通株式を受領したいとする同社株主の意向や、当社の新株予約権を取得したいとす

る同社のストック・オプション保有者の意向を踏まえ、当社普通株式及び新株予約権を対価とした場合の希薄

化の程度、現金を対価とした場合の財務上の影響、その他本件買収の最適な仕組み等を検討した結果、ngmoco社

の株主に対しては当社普通株式と現金を、ngmoco社のストック・オプション保有者に対しては当社の新株予約

権と現金を交付することとしました。本件買収対価総額の内訳は、以下のとおりとなります。

 

①　合計3.03億米ドル（約257億円）相当の当社普通株式、新株予約権及び現金(以下、「クロージング対価」

といいます。)

②　合計最大1.00億米ドル（約85億円）相当の当社普通株式（最大1,070,535株）、新株予約権及び現金(以

下、「アーンアウト対価」といいます。)

 

なお、クロージング対価の内訳は、当社普通株式：1.46億米ドル（約124億円）相当、新株予約権：0.27億米

ドル（約23億円）相当及び現金：1.28億米ドル（約109億円）であり、アーンアウト対価の内訳は、当社普通株

式：最大0.31億米ドル（約26億円）相当（最大1,070,535株）、新株予約権：最大0.12億米ドル（約10億円）

相当、現金：最大0.56億米ドル（約48億円）であります（但し、新株予約権については、新規の新株予約権の交

付ではなく、クロージング対価として交付された新株予約権の行使可能数が増加されます。）。

 

上記の①及び②は、次のとおり交付される予定です。

本件買収が実行される日（2010年11月９日の予定です。以下、「クロージング日」といいます。）において

は、まずクロージング対価のみがngmoco社の株主及びストック・オプション保有者に対して交付されます。ク

ロージング日において、株主は27名の予定、ストック・オプション保有者は152名の予定であります。

次に、アーンアウト対価は、クロージング日のngmoco社の株主及びストック・オプション保有者に追加的に

支払われる対価であり、2011年12月に終了する事業年度に係るngmoco社の業績指標（EBITDA（注２）及び売

上）に応じて、2012年６月頃までに、最大で合計1.00億米ドル（約85億円）相当の追加の当社普通株式（最大

1,070,535株）、新株予約権及び現金が交付されることがあります（ただし、新株予約権については、新規の新
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株予約権の交付ではなく、クロージング対価として交付される新株予約権（一定の行使制限が付されていま

す。）の行使可能数が増加されるという形式となります。）。アーンアウト対価が支払われる場合、その一部と

なる当社普通株式の交付につき、当社は、第三者割当に関して法令上必要とされる手続を行うこととなります。

本件買収対価総額の一部をアーンアウト対価とし、ngmoco社が業績指標を達成した場合にのみ支払うことによ

り、本件買収に伴う当社のリスクを軽減するとともに、ngmoco社側に対するインセンティブ効果が得られるこ

とになります。具体的には、業績指標の額が、EBITDA及び売上のそれぞれについて定められた基礎となる一定の

目標値に達しない場合にはアーンアウト対価は発生せず、かかる基礎となる目標値を超えた場合にはそれぞれ

の業績指標に対する達成比率に応じた額の対価が支払われることとなります（具体的な目標値については本

件買収に関する契約において守秘義務があるため公表することはできませんが、アーンアウト対価として交付

される当社普通株式は最大で1,070,535株及び行使可能となる新株予約権の目的となる当社普通株式は最大で

412,194株となり、これらの合計は最大で1,482,729株であって本有価証券届出書提出日現在における当社発行

済株式総数に対する割合は1.0％であり、現金部分の支出については最大で0.56億米ドル（約48億円）となり

ます。）。

 

なお、上記①及び②の対価のうち、現金については手元資金で賄う予定であります。また、②の対価のうち、当

社普通株式については、自己株式の処分により充当する予定であります。さらに、上記①及び②の対価のうち、

新株予約権の行使により交付される当社普通株式については、自己株式の処分により充当する予定でありま

す。

 

（注）１　米ドル・日本円の為替レートを便宜上１米ドル＝85円で換算しております。以下同様です。　

２　EBITDAとは、利払い・税引き・償却前利益のことです。

 

上記の本件買収対価総額を決定するに際しては、当社は、そのファイナンシャル・アドバイザーであるGCA

Savvian Advisors, LLC （以下、「GCA Savvian」といいます。）による、アーンアウト対価の変動も考慮した

2010年10月６日付株式価値算定書において、創業期において急激に成長しているインターネット関連ベン

チャー企業の評価法として米国では一般的な手法である類似買収事例比較法を基準とした算定結果（4.5億米

ドル（約383億円）～6.7億米ドル（約570億円））を参考にしつつ、当該株式価値算定書におけるディスカウ

ンテッド・IPO法の算定結果（3.9億米ドル（約332億円）～6.5億米ドル（約553億円））及び類似会社比較法

の算定結果（3.0億米ドル（約255億円）～5.6億米ドル（約476億円））による評価結果も勘案の上、ngmoco社

の株主及びストック・オプション保有者と協議、交渉し、最終的に決定したものです。

なお、当社はGCA Savvianより2010年10月６日付で本件買収対価総額が財務上の見地から妥当である旨の意

見書を取得しております。ただし、当該意見書は普通株式、新株予約権及び現金の個別配分に関して意見を述べ

ているものではありません。

 

（３）本件買収の方法

本件買収は、当社が新たに米国に設立した子会社（割当予定先）に対して、当社の新株式の発行及び新株予

約権の発行を行い、当該子会社がngmoco社との合併に際してその合併の対価として、これらの株式及び新株予

約権をngmoco社の株主及びストック・オプション保有者に対して交付するという方式により行います。その具

体的手続きは、大要以下のとおりとする予定です。
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第１ステップとして、当社は、米国デラウェア州にStream Acquisition Corporation（注１）という買収子

会社（割当予定先であり、以下、「SUB1」といいます。）を設立し、DeNA Globalは、Stream Acquisition LLC

（注２）という有限責任会社（以下、「SUB2」といいます。）を設立しました。当社は、SUB1に対し、当社の新株

式及び新株予約権に係る第三者割当の払込みに必要な資金をSUB1の増資を引き受けることにより拠出します。

 

（注）１　住所：アメリカ合衆国19801 デラウェア州 ニューキャッスル郡 ウィルミントン市 オレンジス

トリート1209（1209 Orange Street, City of Wilmington, County of New Castle,

Delaware 19801, USA）

　　　　　代表者：太田信彦

２　住所：アメリカ合衆国19801 デラウェア州 ニューキャッスル郡 ウィルミントン市 オレンジス

トリート1209　コーポレーション・トラスト・センター（Corporation Trust Centar,

1209 Orange Street, City of Wilmington, County of New Castle, Delaware 19801,

USA）

　　　　　代表者：渡辺大（DeNA Globalの代表と兼任）

 

第２ステップとして、当社は、SUB1にngmoco社との合併の対価として交付する当社普通株式及び新株予約権

を取得させるため、SUB1に対して第三者割当により新株式及び新株予約権の発行を行い、SUB1はこれを引き受

けます。（これにより、「第１ステップ」において当社がSUB1に拠出した資金は、払込金としてSUB1から当社に

戻ってくるため、本件買収における実質的な資金の流出とはなりません。）また、当社は、SUB1に対し、SUB1が

ngmoco社との合併の対価として交付する現金額に相当する資金をSUB1の増資を引き受けることにより拠出し

ます。
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第３ステップとして、ngmoco社を存続会社としSUB1を消滅会社とする合併を実施します。消滅会社である

SUB1は合併対価として、ngmoco社の株主に対して当社普通株式及び現金を交付し、ngmoco社のストック・オプ

ション保有者に対して当社の新株予約権及び現金を交付します。

 

 

また、第３ステップの直後に、第４ステップとして、第１ステップで設立したSUB2を存続会社とし第３ステッ

プにおいてSUB1と合併したngmoco社を消滅会社とする合併を実施し、SUB2はその名称を「ngmoco社」と変更し

ます。以上の結果、ngmoco社は、当社の100％米国子会社であるDeNA Globalの100％子会社（当社の米国完全孫

会社）となります。
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なお、上記ステップの完了後、「１．ngmoco社の買収について　（２）本件買収の対価」に記載のとおり、ク

ロージング日のngmoco社の株主及びストック・オプション保有者に対して追加でアーンアウト対価として、当

社普通株式、新株予約権及び現金が交付されることがあります。
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２．第三者割当による新株予約権発行について

 

上記「１．ngmoco社の買収について」に記載のとおり本件買収の対価の一部とするため、当社は、平成22年

10月12日開催の当社取締役会において、第三者割当により発行される新株式と同じ割当予定先であるSUB1に対

して平成22年11月２日を払込期日として第三者割当の方法により大要下記のとおりの新株予約権の発行を決

議しております。なお、詳細につきましては、平成22年10月12日提出のこれら新株予約権の募集に係る有価証券

届出書をご参照ください。なお、下記表「各新株予約権の行使により発行される当社普通株式」欄の第４回か

ら第７回新株予約権におけるアーンアウトについては、上記「１．ngmoco社の買収について（２）本件買収の

対価」部分をご参照ください。第８回新株予約権については、その行使により発行される当社普通株式のアー

ンアウトによる増加はありません。

 

各新株予約

権の名称

第４回

新株予約権

第５回

新株予約権

第６回

新株予約権

第７回

新株予約権

第８回

新株予約権

各新株予約

権の発行数
114,704個 348,337個 758,833個 298,248個 297,413個

各新株予約

権の１個当

たりの払込

金額

2,034円 1,958円 1,822円 1,808円 1,373円

各新株予約

権の１個当

たりの行使

価額

当初103円 当初216円 当初467円 当初500円 2,418円

各新株予約

権による調

達金額

241,918,942

円（本件買

収の対価と

して発行さ

れ、資金調達

を目的とし

たものでは

りません。）

736,882,142

円（本件買

収の対価と

して発行さ

れ、資金調達

を目的とし

たものでは

りません。）

1,640,876,015

円（本件買収

の対価として

発行され、資金

調達を目的と

したものでは

りません。）

647,921,384

（本件買収

の対価とし

て発行され、

資金調達を

目的とした

ものではり

ません。）

1,127,492,683

円（本件買収

の対価として

発行され、資金

調達を目的と

したものでは

りません。）

各新株予約

権の行使に

より発行さ

れる当社普

通株式

当初株式数

83,602株

アーンアウ

トによる最

大増加数

31,102株

合計

 114,704株

当初株式数

253,881株

アーンアウ

トによる最

大増加数

94,456株

合計

348,337株

当初株式数

553,067株

アーンアウト

による最大増

加数

205,766株

合計

758,833株

当初株式数

217,378株

アーンアウ

トによる最

大増加数

80,870株

合計

298,248株

297,413株

EDINET提出書類

株式会社ディー・エヌ・エー(E05460)

有価証券届出書（参照方式）

13/27



各新株予約

権の行使期

間

平成22年11

月９日から

平成30年11

月30日

平成22年11

月９日から

平成31年10

月25日

平成22年11月

９日から平成

32年４月21日

平成22年11

月９日から

平成32年６

月30日

平成22年11月

９日から平成

32年11月７日
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第３【第三者割当の場合の特記事項】

１【割当予定先の状況】

（ａ）割当予定先の概要

名称
ストリーム・アクイジション・コーポレーション（注）

（Stream Acquisition Corporation）

本店の所在地

アメリカ合衆国19801 デラウェア州 ニューキャッスル

郡 ウィルミントン市 オレンジストリート1209

（1209 Orange Street, City of Wilmington, County

of New Castle, Delaware 19801, USA）

国内の主たる事業所の責任者の氏名

及び連絡先
該当事項はありません（常任代理人はおりません。）。

代表者の役職及び氏名 CEO, 太田　信彦

資本金
１米ドル（2010年11月２日までに当社の資金拠出により

増資がなされる予定）

事業の内容 本件買収のために当社が2010年9月27日に設立

主たる出資者及びその出資比率 当社　　100％

（注）「募集に関する特別記載事項　１．ngmoco社の買収について（３）本件買収の方法」に記載の「SUB1」

に該当します。

 

（ｂ）提出者と割当予定先との間の関係

出資関係

当社が保有している

割当予定先の株式の数

当社は、割当予定先の発行済株式総数の100%を所有してい

ます。

割当予定先が保有して

いる当社の株式の数
－

人事関係
当社から当該会社に対し、代表者を含む役員を派遣してお

ります。

資金関係 該当事項はありません。

技術又は取引関係 該当事項はありません。

（注）１　当社との関係は、本有価証券届出書提出日（平成22年10月12日）現在におけるものであります。

２　上記「募集に関する特別記載事項　１．ngmoco社の買収について　（３）本件買収の方法」に記載の

とおり、ngmoco社を存続会社とし割当予定先を消滅会社とする合併が実施され、消滅会社である割

当予定先は合併対価の一部として今回の第三者割当によって割り当てられる当社普通株式を

ngmoco社の株主に対して交付することとなります。

 

（ｃ）割当予定先の選定理由

上記「募集に関する特別記載事項　１．ngmoco社の買収について　（１）本件買収の理由」に記載のと

おり、当社グループはソーシャルゲームプラットフォームの拡大と強化を図るため、ngmoco社を買収する

ことといたしました。本件買収は、割当予定先に対して、当社の新株式及び新株予約権の発行を行い、割当
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予定先がngmoco社との合併に際してその対価の一部として、これらの株式及び新株予約権をngmoco社の株

主及びストック・オプション保有者に対して交付するという方式により行われます。今回の第三者割当に

よる新株式発行は、本件買収の対価とするため、割当予定先に割り当てるものであり、当社普通株式の割当

日は2010年11月２日を予定しております。

 

（ｄ）割り当てようとする株式の数

5,006,210株

 

（ｅ）株券等の保有方針

割当予定先に対して割り当てる新規に発行する当社普通株式は、上記「募集に関する特別記載事項　

１．ngmoco社の買収について　（３）本件買収の方法」に記載のとおり、ngmoco社を存続会社とし割当予

定先を消滅会社とする合併に際して、ngmoco社の株主に交付される予定です。

なお、当社は割当予定先から、第三者割当による新株式発行に係る払込期日（2010年11月２日）より２

年間において、これら第三者割当により取得した当社普通株式の全部又は一部を譲渡する場合には、譲渡

を受けた者の氏名又は名称及び譲渡株式数等の内容を直ちに当社に書面により報告する旨、並びに当社が

当該報告内容等を株式会社東京証券取引所（以下、「東京証券取引所」といいます。）に報告し、当該報告

内容が公衆縦覧に供されることについて同意する旨の確約書を取得予定であり、内諾を得ております。

 

（ｆ）払込みに要する資金等の状況

当社は、割当予定先に対して、第三者割当による新株式及び新株予約権の発行を行い、当該割当予定先が

ngmoco社との合併に際してその対価の一部として、上記「募集に関する特別記載事項　１．ngmoco社の買

収について　（２）本件買収の対価」に記載のとおり、これらの株式及び新株予約権をngmoco社の株主及

びストック・オプション保有者に対して交付するという方式により、本件買収を行います。

割当予定先に対しては、今回の第三者割当による新株式及び新株予約権発行の払込みに先立ち、当社か

ら割当予定先に対して当該払込みに必要な資金（新株式分として約121億円、新株予約権分として約32億

円)を同社の増資を引き受けることにより拠出するため、割当予定先による新株式及び新株予約権に対す

る払込みに要する財産は確保される予定です。

また、割当予定先による今回の第三者割当による新株式及び新株予約権に対する払込みによって当社が

得た約153億円（新株式分の払込金額約121億円、新株予約権分の払込金額約32億円）のうち1.28億米ドル

(約109億円)相当を、本件買収の対価のうち現金部分の支払いに充てるため、2010年11月８日までに、再度

当社が割当予定先の増資を引き受けることによって当社から割当予定先に供与される予定です。また、

アーンアウト対価（「募集に関する特別記載事項　１．ngmoco社の買収について　（２）本件買収の対

価」に定義します。）として、2012年６月頃までに、最大で1.00億米ドル（約85億円）相当が新たに交付さ

れることとなりますが、そのうち現金部分の0.56億米ドル(約48億円)相当は手元資金から拠出することを

予定しております。したがって、本件買収における当社から支出される現金対価の合計額は最大で約157億

円になります。

なお、2010年８月31日現在、当社の保有する現預金は342億円であり、本件買収にかかる払込みに要する

資金の確保については問題ないものと確認しております。当社の財産の状況の詳細については、下記「第

三部　参照情報　第１　参照書類」に掲げる有価証券報告書及び四半期報告書をご参照ください。

 

（ｇ）割当予定先の実態

当社普通株式の割当予定先は、当社が、本件買収を目的として当社の100％出資により設立したものであ

り、当該割当予定先の役員も当社から派遣しているものであるため、当該割当予定先、その役員及び株主は
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暴力団等とは一切関係がなく、当社はその旨の確認書を東京証券取引所に提出しています。

また、上記「（ｂ）提出者と割当予定先との間の関係（注２）」に記載のとおり、東京証券取引所に上

場される今回の第三者割当による当社普通株式の実質的な取得者は、ngmoco社の株主となります。今回の

第三者割当は本件買収の一環で行われるものであることから、特定団体等及びその関係者該当性について

特段の調査を行っておりませんが、当社としては、ngmoco社の株主に特定団体等及びその関係者に該当す

る者はいないものと認識しております。
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２【株券等の譲渡制限】

　　該当事項はありません。

 

３【発行条件に関する事項】

（１）発行価格の算定根拠及び合理性に関する考え方

発行価格につきましては、第三者割当による新株式発行の取締役会決議日の直前取引日である2010年10

月８日の東京証券取引所における当社普通株式の出来高加重平均価格といたしました。

なお、発行価格（2,418円）につきましては、上記の取締役会決議日の直近取引日である2010年10月８日

の出来高加重平均価格（2,418円）となっており、直近取引日から１ヵ月遡った期間の終値平均値（2,632

円）に対して8.1％のディスカウント、直近取引日から３ヵ月遡った期間の終値平均値（2,448円）に対して

1.2％のディスカウント、直近取引日から６ヵ月遡った期間の終値平均値（2,531円）に対しては、4.5％の

ディスカウントとなります。上記を勘案した結果、第三者割当による新株式発行に係る発行価格は、日本証券

業協会の定める第三者割当に関する指針に沿ったものであり、また、直近取引日から１ヵ月、３ヵ月及び６ヵ

月遡った期間の終値の単純平均値のいずれとの比較においても10％未満のディスカウント率となることか

ら、特に有利なものとはいえず、合理的であると判断しております。

 

これを踏まえ、取締役会に出席した監査役３名（うち２名は社外監査役）は、上記発行価格につきまして

は、特に有利な発行価格には該当しない旨の意見を表明しております。

　

（２）割当数量及び希薄化規模の合理性に関する考え方

第三者割当により発行される新株式は5,006,210株となり、2010年10月12日現在の発行済株式総数

145,789,800株に対して、3.4％（議決権ベース 3.5％）に相当します。また、新株予約権の目的となる株式数

は当初1,405,341株であることから、すべての新株予約権が行使された場合は2010年10月12日現在の発行済

株式総数の1.0％（議決権ベース 1.0％）に相当します。以上により、両者を合わせると最大で2010年10月12

日現在の発行済株式総数に対し4.4％（議決権ベース 4.5％）の当社普通株式が発行されることとなり、

4.5％の希薄化が生じることとなります。

しかしながら、これら第三者割当を伴う本件買収は、上記「募集に関する特別記載事項　１．ngmoco社の買

収について　（１）本件買収の理由」に記載のとおり、ソーシャルゲームプラットフォームの拡大と強化を

目指す当社グループの成長戦略に基づくものであり、中長期的な視点からは当社の企業価値の向上、ひいて

は既存株主の皆様の利益にも資するものと考えており、発行数量及び株式の希薄化の規模は合理的であると

判断しております。

また、上記「募集に関する特別記載事項　１．ngmoco社の買収について　（２）本件買収の対価」に記載の

とおり、アーンアウト対価の一部として、2011年12月に終了する事業年度に係るngmoco社の業績指標

（EBITDA及び売上）に応じて、本件買収実行時のngmoco社の株主に対して2012年６月頃までに最大で当社普

通株式1,070,535株が発行される可能性があります。また、すべての新株予約権が行使された場合に発行され

る株式数は最大412,194株増加する可能性があります。その場合、アーンアウト対価の合計で最大1.0％（議

決権ベース1.0％）の希薄化が生じることとなり、本件買収総合計で5.4％（議決権ベース5.5％）の希薄化

が生じることとなります。当社は、これらの点を勘案しても、上記理由により、発行数量及び株式の希薄化の

規模は合理的であると判断しております。なお、アーンアウト対価として交付される当社普通株式及び新株

予約権の行使により交付される当社普通株式について自己株式が利用される場合には、その分につき発行済

株式総数は増加しません。

上記の本件買収対価総額を決定するに際しては、当社は、そのファイナンシャル・アドバイザーであるGCA

Savvianから株式価値算定書を取得しておりますが、その内容については、上記「募集に関する特別記載事項
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　１．ngmoco社の買収について　（２）本件買収の対価」をご参照ください。

 

４【大規模な第三者割当に関する事項】

　　該当事項はありません。
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５【第三者割当後の大株主の状況】

 

氏名又は名称 住所
所有
株式数
(株)

総議決権
数に対す
る所有議
決権数の
割合
（％）

割当後の所
有株式数
（株）

割当後の
総議決権
数に対す
る所有議
決権数の
割合
（％）
（注６）

南場　智子 東京都渋谷区 21,639,60015.1921,649,60015.20

ソネットエンタテイ
ンメント株式会社

東京都品川区大崎２丁目
１-１

20,605,50014.4720,605,50014.46

日本トラスティ・
サービス信託銀行株
式会社（注１）

東京都中央区晴海１丁目
８-11

8,703,6006.118,703,6006.11

マコーリバンクリミ
テッドオービーユー
アジア
（常任代理人　シティ
バンク銀行株式会
社）

LEVEL 3,1 MARTIN
PLACE, SYDNEY, NSW
2000, AUSTRALIA
（東京都品川区東品川２
丁目３番14号）

8,007,9005.628,007,9005.62

日本マスタートラス
ト信託銀行株式会社
（信託口）

東京都港区浜松町２丁目
11番３号

5,307,9003.735,307,9003.73

ストリーム・アクイ
ジション・コーポ
レーション

1209 Orange Street,
City of Wilmington,
County of New Castle,
Delaware 19801, USA

－ － 5,006,210－

野村證券株式会社自
己振替口

東京都中央区日本橋１丁
目９-１

4,740,0003.334,740,0003.33

CREDIT SUISSE
SECURITIES (USA)
LLC ‒ SPCL. FOR
EXCL. BENE
（常任代理人　シティ
バンク銀行株式会
社）

ELEVEN MADISON AVE.
NEW YORK, NY 10010, U.
S.A.
（東京都品川区東品川２
丁目３番14号）

4,712,4003.314,712,4003.31

ゴールドマン・サッ
クス・アンド・カン
パニーレギュラーア
カウント
（常任代理人　ゴール
ドマン・サックス証
券株式会社）

200 WEST STREET, NEW
YORK, NY, U.S.A.
（東京都港区六本木６丁
目10-1六本木ヒルズ森タ
ワー）

4,395,3003.094,395,3003.09

川田　尚吾 東京都世田谷区 4,331,1003.044,331,1003.04

計 － 82,443,30057.8987,459,51057.88

（注）１　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数は、すべて信託業務に係る株式でありま

す。
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　　　２　当社は、自己株式（第三者割当前時点で2.31％、割当後2.23％）を所有しておりますが、当社については

上記大株主から除外して記載しております。

　　　３　2010年３月31日現在の株主名簿を基準としております。なお、当社は2010年６月１日付にて当社普通株

式１株につき300株の株式分割を実施しております。そのため、上記の表においては、当該株式分割

が2010年３月31日付で行われたものと仮定して記載しております

４　上記は、割当予定先への第三者割当による新株式の発行後の状況です。

５　参考までに、①割当予定先に対して第三者割当による新株式の発行及び第４回乃至第８回新株予約

権の発行が行われ、新株予約権がすべて行使されたと仮定した場合の大株主の状況及び②割当予定

先に割り当てた株式及び新株予約権が、最終的にngmoco社の株主及びストック・オプション保有者

に対して割り当てられ、新株予約権がすべて行使されたと仮定した場合の大株主の状況について

は、以下のとおりです。

なお、①については割当予定先の下でアーンアウトによる新株予約権の行使により得られる株式数

が増加することは想定されないため、かかる増加を勘案せずに割当後の所有株式数及び割当後の総

議決権数に対する所有議決権の割合を算定しており、②についてはアーンアウトによる新株予約権

の行使により得られる株式数が増加したと仮定して割当後の所有株式数及び割当後の総議決権数

に対する所有議決権の割合を算定しております。アーンアウトについては、上記「募集に関する特

別記載事項　１．ngmoco社の買収について　（２）本件買収の対価」をご参照ください。

６　上記及び下記①の表について、ストリーム・アクイジション・コーポレーションは、当社の子会社で

あるため、会社法施行規則第67条第１項の規定により当社普通株式に係る議決権を有しないことと

なります。
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①割当予定先に対して第三者割当による新株式の発行及び第４回乃至第８回新株予約権の発行が行われ、新株

予約権がすべて行使されたと仮定した場合の大株主の状況

 

氏名又は名称 住所
所有
株式数
(株)

総議決権
数に対す
る所有議
決権数の
割合
（％）

割当後の所
有株式数
（株）

割当後の
総議決権
数に対す
る所有議
決権数の
割合
（％）
（注６）

南場　智子 東京都渋谷区 21,639,60015.1921,649,60015.20

ソネットエンタテイ
ンメント株式会社

東京都品川区大崎２丁目
１-１

20,605,50014.4720,605,50014.46

日本トラスティ・
サービス信託銀行株
式会社（注１）

東京都中央区晴海１丁目
８-11

8,703,6006.118,703,6006.11

マコーリバンクリミ
テッドオービーユー
アジア
（常任代理人　シティ
バンク銀行株式会
社）

LEVEL 3,1 MARTIN
PLACE, SYDNEY, NSW
2000, AUSTRALIA
（東京都品川区東品川２
丁目３番14号）

8,007,9005.628,007,9005.62

ストリーム・アクイ
ジション・コーポ
レーション

1209 Orange Street,
City of Wilmington,
County of New Castle,
Delaware 19801, USA

- - 6,411,551－

日本マスタートラス
ト信託銀行株式会社
（信託口）

東京都港区浜松町２丁目
11番３号

5,307,9003.735,307,9003.73

野村證券株式会社自
己振替口

東京都中央区日本橋１丁
目９-１

4,740,0003.334,740,0003.33

CREDIT SUISSE
SECURITIES (USA)
LLC ‒ SPCL. FOR
EXCL. BENE
（常任代理人　シティ
バンク銀行株式会
社）

ELEVEN MADISON AVE.
NEW YORK, NY 10010, U.
S.A.
（東京都品川区東品川２
丁目３番14号）

4,712,4003.314,712,4003.31

ゴールドマン・サッ
クス・アンド・カン
パニーレギュラーア
カウント
（常任代理人　ゴール
ドマン・サックス証
券株式会社）

200 WEST STREET, NEW
YORK, NY, U.S.A.
（東京都港区六本木６丁
目10-1六本木ヒルズ森タ
ワー）

4,395,3003.094,395,3003.09

川田　尚吾 東京都世田谷区 4,331,1003.044,331,1003.04

計 － 82,443,30057.8988,864,85157.88
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②割当予定先に割り当てた株式及び新株予約権が、最終的にngmoco社の株主及びストック・オプション保有者

に対して割り当てられ、新株予約権がすべて行使されたと仮定した場合の大株主の状況

 

氏名又は名称 住所
所有
株式数
(株)

総議決権
数に対す
る所有議
決権数の
割合
（％）

割当後の所
有株式数
（株）

割当後の
総議決権
数に対す
る所有議
決権数の
割合
（％）

南場　智子 東京都渋谷区 21,639,60015.1921,649,60014.40

ソネットエンタテイ
ンメント株式会社

東京都品川区大崎２丁目
１-１

20,605,50014.4720,605,50013.70

日本トラスティ・
サービス信託銀行株
式会社（注１）

東京都中央区晴海１丁目
８-11

8,703,6006.118,703,6005.79

マコーリバンクリミ
テッドオービーユー
アジア
（常任代理人　シティ
バンク銀行株式会
社）

LEVEL 3,1 MARTIN
PLACE, SYDNEY, NSW
2000, AUSTRALIA
（東京都品川区東品川２
丁目３番14号）

8,007,9005.628,007,9005.33

日本マスタートラス
ト信託銀行株式会社
（信託口）

東京都港区浜松町２丁目
11番３号

5,307,9003.735,307,9003.53

野村證券株式会社自
己振替口

東京都中央区日本橋１丁
目９-１

4,740,0003.334,740,0003.15

CREDIT SUISSE
SECURITIES (USA)
LLC ‒ SPCL. FOR
EXCL. BENE
（常任代理人　シティ
バンク銀行株式会
社）

ELEVEN MADISON AVE.
NEW YORK, NY 10010, U.
S.A.
（東京都品川区東品川２
丁目３番14号）

4,712,4003.314,712,4003.13

ゴールドマン・サッ
クス・アンド・カン
パニーレギュラーア
カウント
（常任代理人　ゴール
ドマン・サックス証
券株式会社）

200 WEST STREET, NEW
YORK, NY, U.S.A.
（東京都港区六本木６丁
目10-1六本木ヒルズ森タ
ワー）

4,395,3003.094,395,3002.92

川田　尚吾 東京都世田谷区 4,331,1003.044,331,1002.88

エイチエスビーシー　
バンク　ピーエルシー
　アカウント　アイ
ビー　メイン　アカウ
ント
（常任代理人　香港上
海銀行東京支店）

8 CANADA SQUARE LONDON
E14 5HQ UNITED KINGDOM
（東京都中央区日本橋３
丁目11-１）

3,000,0002.113,000,0002.00

計 － 85,443,30059.9985.453,30056.84

 

６【大規模な第三者割当の必要性】

　　該当事項はありません。

 

７【株式併合等の予定の有無及び内容】

　　該当事項はありません。

 

８【その他参考になる事項】
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　　該当事項はありません。

 

第４【その他の記載事項】

　　該当事項はありません。
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第二部【公開買付けに関する情報】

第１【公開買付けの概要】

　　該当事項はありません。

 

第２【統合財務情報】

　　該当事項はありません。

 

第３【発行者（その関連者）と対象者との重要な契約】

　　該当事項はありません。
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第三部【参照情報】

第１【参照書類】

会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる

書類をご参照ください。

 

１【有価証券報告書及びその添付書類】

　　事業年度　第12期（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

　　　平成22年６月28日関東財務局長に提出。

 

２【四半期報告書又は半期報告書】

　　事業年度　第13期第１四半期（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

　　　平成22年８月12日関東財務局長に提出。

 

３【臨時報告書】

　　１の有価証券報告書提出後、本有価証券届出書提出日（平成22年10月12日）までに、金融商品取引法第24条

の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第１項及び第２項第９号の２の規定に基づく

臨時報告書を、平成22年６月29日に関東財務局長に提出。

 

４【臨時報告書】

　１の有価証券報告書提出後、本有価証券届出書提出日（平成22年10月12日）までに、金融商品取引法第24条

の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第１項及び第２項第２号の２の規定に基づく

臨時報告書を、平成22年６月29日に関東財務局長に提出。

 

５【臨時報告書】

　１の有価証券報告書提出後、本有価証券届出書提出日（平成22年10月12日）までに、金融商品取引法第24条

の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第１項及び第２項第15号の３の規定に基づく

臨時報告書を、平成22年10月12日に関東財務局長に提出。

 

６【訂正報告書】

　訂正報告書（上記４の臨時報告書の訂正報告書）を、平成22年７月21日に関東財務局長に提出。

 

７【訂正報告書】

　訂正報告書（上記１の有価証券報告書の訂正報告書）を、平成22年９月29日に関東財務局長に提出。
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第２【参照書類の補完情報】

　　参照書類としての有価証券報告書及び四半期報告書（以下「有価証券報告書等」といいます。）の提出日以

降、本有価証券届出書提出日（平成22年10月12日）までの間において、当該有価証券報告書等に記載された

「事業等のリスク」について生じた変更その他の事由はありません。

　　また、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項は本有価証券届出書

提出日（平成22年10月12日）現在においてもその判断に変更はなく、また新たに記載する将来に関する事項

もありません。

 

第３【参照書類を縦覧に供している場所】

　　株式会社ディー・エヌ・エー本店

　　（東京都渋谷区代々木四丁目30番３号）

　　株式会社東京証券取引所

　　（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

 

第四部【提出会社の保証会社等の情報】

　　該当事項はありません。

 

第五部【特別情報】

　　該当事項はありません。
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